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（iii） 環境負荷を低減する行動変容

脱炭素社会の実現を目指すためには、社会システムの変革に加え、

１人ひとりの行動変容を促すことでライフスタイルの変革につなげられる

ような取組みも必要です。

家庭や事業所で使用する電力を再生可能エネルギーに転換する。

または、次世代自動車に乗り換えるといった取組みが、最も効果的で重

要な取組みです。

その他に「食品ロスの削減」も大切です。国連食糧農業機関（FAO）
によると、収穫・生産から製造・小売・外食・家庭というフードサプライチ

ェーンの中で発生する食品ロスによって、世界で 44 億トンの CO2が排

出されていると試算されています。

無理のない形で行動変容を促すためには、行動科学の理論に基づ

くアプローチが有用であり、費用対効果が高く、対象者にとって自由度

のある「ナッジ」という新たな政策手法が注目されています。情報発信の

デジタル化等、広報啓発の方法を工夫しながら、個人の日常生活にお

ける行動変容を後押しし、社会全体に広げていけるような取組みを進め

る必要があります。

国連環境計画「排出ギャップ報告書 2020」で示された、行動変容で実
現できる CO２の排出が少ない暮らし方の例として、次のようなものがありま
す。 

出典：「国内外の最近の動向及び中長期の気候変動対策について（2021 年 1 月/環境省）」より 

【ポイント 】行動変容の例（ＵＮＥＰ） 

行動変容と削減ポテンシャル
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「ナッジ（英語 nudge）」とは、ひじ等でそっと押して注意を引いたり前に
進めたりすること、特定の決断や行動をするようにそっと説得・奨励するこ
とを意味する言葉です。

行動科学の知見（行動インサイト）の活用により、「人々が自分自身にと
ってより良い選択を自発的に取れるように手助けする政策手法」であり、
2018 年に初めて、国の成長戦略や骨太方針にナッジの活用が位置付け
られ、行動変容につなげるための手法として、今後更なる研究・実証が期
待されています。

【例】 省エネレポートの定期的な送付により、省エネ行動への誘導 

①他の世帯との比較（同調性、社会規範）
所属する集団内でのほかのメンバーの実態と望ましい水準を理解

②損失を強調したメッセージ（損失回避性）
「ものを得る喜びより失う痛みの方が強く感じる」という行動経済学
の理論を応用

【ポイント 】ナッジ（ｎｕdｇｅ：そっと後押しする）とは 

国土交通省の調査によれば、宅配便が再配達されている割合は約２割
であり、宅配便の再配達によって年間約 42万トンのCO2排出量が増加す
るなど、環境負荷の増加や社会的損失を招いていることから、再配達削
減に向けて新たな取組が必要となっています。

 環境大臣をチーム長とする「COOL CHOICE 推進チーム」において、再
配達防止に向けたキャンペーンを立上げ、
 ① あらかじめ受け取れる時間帯の指定
 ② 宅配業者の営業所やコンビニなどの受け取りが可能な場所を指定
などの取組みを呼び掛けています。

 本市でも、同キャンペーンに賛同するとともに、PR動画などを作成して、
周知啓発を行っています。

【ポイント 】再配達の防止について 

再配達防止ＰＲ動画
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省エネ法で定めた省エネ性能の向上を促すための目標基準（トップラ
ンナー基準）の達成度合いをラベルに表示するものです。
省エネラベルは、カタログや製品本体、包装など、見やすいところに表

示されており、こうした表示を参考にして商品を選択することも重要です。
 「統一省エネラベル」制度は、2006年から開始されました。
製品個々の省エネ性能を表す省エネラベル、市販されている製品の

中で相対的に位置づけた多段階評価、年間の目安電気料金（または目
安燃料使用量）などを製品本体等に表示するものです。
 「統一省エネラベル」が表示される製品は、エアコン、電気冷蔵庫、電気
冷凍庫、液晶テレビ、電気便座、蛍光灯器具（家庭用）です。

出典：「2020 年省エネラベルガイドブック（資源エネルギー庁）」より 

【ポイント 】省エネラベル

統一省エネラベルの例


